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協同組合の組織的側面の検討
生 田
J圭
坪］
はじめに
今日一般に確認され，市民権をえている「協同組合原則」は世界的な協同
組合運動の拡がりの中で紆余曲節をへながらも， 1966年の ICA第23回大会
(1) 
において決定，同意をみたものである。
周知のとおりこの「原則」の原型ともいうべきものは，イギリスのマンチ
(2) 
ェスクーの北にある工業都市， ロッチデールにI9世紀の中葉， 当時の自覚
的，行動的な労働者の暗夜に手さぐりともいえる努力のつみ重ねを通じてつ
くりだされた 「ロッチデール公正先駆者組合」 (Rochdale Society of 
Equitable Pioneers)の成立とその後のこの協同組合の活動の中に求めるこ
とができる。
ホリヨーク (Holyoake) の記するところによれば， ロッチデール公正先
駆者組合が発足した，その当初の組合「規約」はごく簡潔なものにすぎなか
(1) 協同組合経営研究所編「協同組合原則とその解明」参照。
(2) ロッチデールはフランネル加工を中心とした繊維工業都市で 1凹4年当時の人
口は約25,000人であった(G.D. H Cole,・ A Century of Co-operation., p. 39) 
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(5) 
ったが，この協同組合の船出した目的自体は，その航路の輝やける未来を大
(4) 
きく展望した，きわめて雄大な構想をもつものであった。
当時はすでに初期資本主義の暗雲が労働者の生活を襲いはじめた頃であ
る。失業や賃金カットの苦しみに悩むフランネル工を中心にした28人の労働
(5) 
者，そうして新しい夢，抱負に大きく胸をふくらませたこの人たちが，わず
(6) 
かづつの生活資金を出し合って， 1844年12月21日の夕， トード街で協同組合
(3) その「規約」はつぎのとおりであった。 「本組合の目的と計画はーローボンド
の出資金で十分な資金をあつめ，組合員の金銭的利益と家庭的状況の改善をはか
ることにある。このためにつぎのような計画と施設の建設を実行に移す。
・食料品，衣類を売る店舗を設置する。 ｀ 
・多数の住宅を建設叉は購入し，社会的家庭的状態の改善に協力しようとする組
合員の住居にあてる。
・失識した組合貝あるいはひきつづく賃金の引き下げで暮しに困っている組合員
に職を与えるため組合の決議した物品の生産をはじめる。
•さらに組合員の利益と保障とを増進せしめるため組合は若干の土地を購入また
は借入し，失戦していたり，労働に対して不当な報醜しか得ていない組合員に
これを耕作せしめる。
・実現が可能になり次第，本組合は生産，分配，教育および政治の力を備える。
換言すれば，共通の利益にもとずく自給自足の国内植民地を建設し，または同
様な植民地を創らんとする他の諸組合を授助する。
・禁酒の普及のため禁煙ホテルをできるだけすみやかに組合の建物の一つとして
開く（ホリヨーク， 協同組合経営研究所訳 「ロッチデールの先駆者たちの歴
史」 46~47頁）。
(4) この時期はそれまで高揚してきたオーエン主義やチャーチズムの退潮期であっ
た。しかしこの「規約」自体はたからかにオーエン主義を唱いあげており，事実
参加した労働者たちも，これを信じて疑わなかったといえよう（井上晴丸稿「協
同組合とマルクス主義一協同組合発展の歴史的弁証法ー」， 井上晴丸選集， 第6
巻， 6頁）
(5)点リヨーク，前掲訳書， 206頁以下。
(6) 労働者の賃金は一週で低い場合で5~6シリング，高くても15シリング程度で
あった。そういった状態の中での一人ーポンドの出資金は大きな負担といえるで
あろう。また一度に出資できないものには，分割積立の方法がとられたのは当然
のことともえよう。
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(7). 
店舗の店開きをしたのであった。まず手はじめにこの「規約」の第一番目に
あげられている「食料品，衣料等を売る店舗」を商敵の好奇心に満ちた目の
(8) 
前でつくりあげたのである。このことが今日の協同組合の発展と大いなる成
果とへ至る，ささやかな出発点となったのであった。
かくして，今日「ロッチデール原則」という呼称でよばれているものは，
この協同組合のその後しばらくの発展過程を通じて，その組織運営のあり方
の中に自然に定着した，あるいは当時の組合リーダーが意識的に定着させた
基本的なルールであり，単にこの協同組合に参加した組合員の頭脳の中でつ
くられたものではなく，労働者の「胃の腑」が要求し， 行動がそれを支え
た。いわば実践綱領的なもの，ともいえるものなのである。
コール (G.H Cole)はこのロッチデール組合の結成，出発とひきつづく発
展の過程で中心的な役割を果し， リーダーシップを発揮したといわれている
チャールス・ハワーズ (CharlesHowarth)の業績にふれるなかで「ロッチ
(9) 
デール原則」なるものを，つぎの 8項目に適切にまとめ整理している。
1． 民主的管理，すなわち一人一票制 (democraticcontrol, so that each 
menber should have one vote) 
2. 門戸開放， すなち誰でも組合員となる資格をもつこと (open men-
besohip, so that anyone could join the society on equal terms with 
the original menbers) 
3. 出資金に対する一定または制限された利子配当 (a fixed on limited 
interest on capital subscribed to the society) 
4. 出資配当と運営費用を控除したあとの剰余金は購買高に応じて割戻すこ
と (the distibution of the surplus, after payment of interest and 
collective charges individend to the menbers in propotion to thier 
parchases) 
(7) 注(3)参照。
(8) ホリヨーク，前掲訳書， 49頁。
(9) Cole, op. cit., p. 640 
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5. 信用売りをせず現金取引のみとする (tradingstrictly on cash basis, 
with no credit) 
6. 純良で混入物のない品物を販売すること (saning only pure and 
unadultereted goods) 
7. 組合員の教育 (Providing for the education of the menbers in 
Co-operative Principles as well as for mutual trading) 
8. 政治的，宗教的中立 (politicaland religious neutrality) 
本稿はこのロッチデール原則といわれる協同組合の，いわば原型的基本原
則の若千のものについて，協同組合の組織的側面とかかわり合うと考えれる
点をとりあげて，協同組合の経営や運営などとも関連させながら検討を加え
たものである。
l 民主的管理の原則と協合組合の組織的側面との関連性
以下現実の協同組合を経済社会に存在する組織体のひとつとして把握し，
これに分析を加えようとするのであるが，その場合に協同組合という組織に
ついて，いわゆる経営学でいう意味の組織論を展開しようとするものではな
いことを，まずおことわりしておかねばならない。
ここでは協同組合というひとつの組織休をつぎの二つの側面からアプロー
チする方法を通じて， 協同組合のいわば特異な組織休の組織構成員のあり
方，組織化の理由，目的あるいはその組織休としての役割とそのあるべき方
向などの一端を明確にしたいのである。
アプローチする方法の一つは協同組合の組織構成員にスボットを当てるこ
とで，組織全体の性格を明かにすることである。他の一つはそういう組織主
体でお互いになぜ協同組合とい組織体に結合することになるのか，結合しう
るのか，といった論理的側面にスポットを当てることで，組織成員の結合原
理ともいうべき点を明確させることである。まず前者から検討しよう。
歴史をふり返るまでもなく資本主義経済の成立と展開の過程において，世
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界各国を通じて多数の多様な形態をとった協同組合が出現してきた。そうし
て実際に協同組合が生れてきたプロセスを具体的に掘りおこしてゆけば，そ
こにはさまざまな色あいを付着させた，組織成員＝組織主体にぶち当ること
(10) 
になるだろう。
しかし，それらの組織成員を一応包括的にサーベイすると，協同組合を組
織する主体は資本主義的経済社会のもとでの経済的弱者，すなわち労働者で
あり，小商品生産者である。資本主義の成立と展開の過程において資本の論
理がひきおこす荒波に巻き込まれつつおし流されていく，これらの経済的
弱者は，その与えられたいはば条件としての経済喋境の変化に応じて，さま
ざまな対応姿勢，対応行動をとらなけばならなくなる。
例えば身ひとつの労働者としては，自分たちの明日もあさっても，ともか
く毎日労働が可能で，その対価として賃金が得られるように労働力を再生産
することが必要不可欠である。そのためには日々の消費生活をおろそかには
できず，充実させる方向を求めていかねばならない。
また小商品生産者としては， いくら零細であろうともその生産活動を維
持，継続していくために，自分たちのつくった商品が生産コストを割ること
なく，できるだけ高く販売できるような条件をつくり，整備しなければなら
ない。あるいは吸血鬼のように貪欲な高利貸の吸着から自分たちの生産や生
活を守らねばならない。
ここにのべたことは実は簡単な若千の例証にすぎないのである。経済的弱
者として彼らがおかれている客観的な経済環境の中に，そういったさまざま
な現実的な対応の必然性が存在しているのである。 そうして， それに対し
(10) 例えばイギリスの協同組合生成史をひもとけば，その組織主体として，一部な
りとはいえ自党的，行動的な労働者群を掘りおこすことができよう。
とともに，例えばわが国の産業組合の場合には，上から官僚的に指導され，地
主層に巻き込まれた無自覚的，他者依存的な農民層を発見する。
ここでは論理展開をより明確にするという意味で，その組織主休として，資本
の論理のもとで，自分たちのおかれている客観的な諸条件を自党的に認識し，問
題解決に向って積極的に行動しようとする主体を浮びあがらせた。
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て，そういった対応行動をとれば，より有利で有効な手だてを得ることがで
きるのかが， 日常的に問われているのである。
つぎに第二の点にうつろう。みてきたような経済的弱者のおかれている客
観的な条件そのものに，実に組織主体としてお互い同士が結びつきうる状態
がつくりだされ，そこに結合原理が作用することになる。この点は以下のよ
うに言いかえる方がより理解し易いかも知れない。
(11) 
資本主義社会の経梢的弱者である人々が，そのおかれてい客観的な条件の
中にお互いの共通した立場，利害関係を認識し確認し合う。その共通項に立
って，そのマイナス条件，要因に対し，経済的な連帯と団結というひとつの
手段＝協同組合という組織体に結合するという形態で対応する方法を選ぶの
だ，と。この点からいえば，「経済的弱者としての共通の立場，利害の駆識」
が協同組合という組織体のベースに存在しつづけるとすれば，一人の人格を
もった人間同士の，その平等な人的結合関係が，協同組合を成立させるだけ
でなく，その組織を強化，充実させていく大きな要因ともなる，といえよう。
さらに加えれば，またあとでも若干ふれるように，この人的な結合関係こそ
が協同組合の経営休としての経済活動を支えていく大きな組織力へと醸成し
ていく可能性をも秘めているのである。
ところで，協同組合の組織的側面の一端をあらわす，この人的な結合とい
う要素は， 協同組合原則のひとつである「民主的管理， 一人一票の原則」
とややストレートに関連することになる。民主的管理（一人一票）の原則が
意味するのはつぎの点である。
協同組合の組織主体であり，そこに結集している組合員は組成員の一人と
して，協同組合の管理，運営に直接参加しうる平等の権利をもつ。と同時に
(11) 「経済的弱者」という言菓は必ずしも明確なイメージを浮びあがらせない。そ
うしてまた，「経済的弱者」を一般論的にとりあげるとすれば， 無意味な抽象論
に落ち入ることになろう。本来ならば資本主義社会の現実的な現境をえまえて，
利害関係の硯実的（客観的）共通性をもつものをグループ化する必要がある（大
橋隆憲「日本の階級構成」参照）
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義務も責任も負わねばならない。いわば経済活動をおこなっいる人間のひと
りとして協同組合に参加し，協同組合の活動を支えつつ，そこに相互信頼の
関係をつくりあげるべきである。また，したがって，この原則のもとでは年
令（もちろん経済力をもった年令なので，経済力のないものは除かれる）や
職業的な差別はもちろんのこと，男女の性別をも問わない，というきわめて
民主的な平等精神が貫ぬかれることになったのである。
この点をやや逆説的に（というよりも積極的にというべきか）つぎのよう
(12) 
に解釈を加えれば，ゆきすぎになるだろうか。すなわち協同組合の民主的管
理（一人一票）の原則の裏面には， 現実の厳しい市場競争条件を隠めつつ
も，その中に高邁なひとつの理想を追求しようとする姿勢が存在しているの
だ，と。協同組合に結集した（あるいはのちほど参加＝組成員になることを
望む）組合員は， お互いに共通の立場， 利害関係を正しく， 深く認識し合
ぃ，その認識のベースの上に協同組合を組織することでお互い連帯と団結を
強していこう。そうして，協同組合の内部組織に構築されることになる民主
性，平等性はそうしてその民主性，平等性る貫遂していくことは，資本の論
理が経済的弱者に強制している経済的困難性の解決に手がかりを与えるだけ
ではない，同じく資本の論理が強いる人間疎外の現象からの解放にも可能性
を与えてくれる。もっとも完全な人間開放は他の方法に求めねばならないと
しても若千なりともその手がかりは与えてくれるのではないか。こういった
(12) 故井上晴丸氏氏は「オー土ン流の社会主義すらからも訣別した俗流的協同組合
主義者は，協同組合制度の祖先の祭壇に，オーエン主義末期におけるロッチデー
ル消費組合のいわゆる原則・・・（筆者略）…をまつりあげ，これを死せる教条と化し
た。もともとの五原則自体は，たとえばその一人一票の原則にしても，それは委
任を許さず，また既婚女子財産法が陽の目をみる40年前に妻を夫から独立の組合
員として扱うことを敢行する（夫をもって妻の貯金の所有者とみなす地方裁判所
の見解に抗して）という生き生きとした闘いの内容をもっていたのに」と指摘し
ておられる。
氏が指摘されている以上の積極的な見解を伺う機会を失して残念であるが，あ
る意味では， この指摘に触発されて本稿のような積極的見解を提示したのであ
る。大方の批判を受けたいと考える。
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理念的なものに裏付けられているのだ，という解釈である。
I 協同組合の経営体としての組織的側面および
出資配当一定率、購売高配当の原則とのかか
わりあいについて
協同組合を組織的に支えている以上にみてきたような人的な結合関係とそ
の平等性とは，門戸開放，加入脱退の自由の原則とも決して無緑ではありえ
(13) 
ない。その点についてはのちにとりあげることにしよう。
さて協同組合は人的結合をペースとしたひとつの組織休である。とはいっ
ても単なる人々の集まり，素手の人間をつなぐ結合の環といったものではな
い。たびたびのべることになるが，資本主義経済の中で共通の立場，利害を
もつところの関係者が寄り集って連帯し団結するのだ，といっても，いわば
手ぶらで集ってなんらかの要求をつきつけ，それを獲得していく，といった
(14) 
ような組織体ではない。
協同組合に結集する組合員は自分たちのいわば 「身ぜに」 を切って資金
（出資金）を出し合い，それをもち寄り集めて経済活動をおこないうる経営
体をつくりあげるのである。このつくりあげた経営休の経済活動の支えを通
じて個別的経済活動の一部をお互いに協同でおこなっていく，それによって
個々の消費，生産，販売，金融，共済などの活動を守り発展させていこう，
という運動なのである。
例えば労働者は消費点においては一人の消費者として労働力の再生産のた
(13) この両法則のいわば媒介的なものが，以下で論ずる協同組合の経営体としての
側面である。
(14) 塊実の組織体には， 到底組織とは呼びえないょうなアミーバー状態のものか
ら，しっかりした骨格のあるものまで，種々のものが存在している。例えば消費
者運動や住民運動をやっていく組織，農民運動や労働運動をおこなう組織（農民
組合や労働組合など）．利益代表的組織（医師会など）などから．資本主義的企
業体などまで。
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めに，生活物質を自分の賃金で購入，確保しなければならない。その場合，
個人的孤立的な市場対応ではどうしても不利益性をまぬがれえないのので生
活必要物質の一部を共同購入する行動を望む。そういう希望をもつ労働者が
あつまって，お互いに生活必要資金の一部をさいて共同購入資金として共同
購入行為がはじめられる。それが組織的恒常的なものとなり，一つの経営体
は醸成されたとき消費者生活協同組合が出硯するのである。
この消費者生活協同組合の経済活動は，組合員が必要とする良質の商品を
公正なあるいは安価な価格で組合員に供給することにある。その場合に，こ
の協同組合も資本主義経済の市場競争関係の中におかれた一個の経営休と
して，他の同種の企業体と変らない条件のもとで，現象的には同様な経済活
動をおこなうことになる。
では協同組合のどこにメリットが求められうるのか。この点については協
(16) 
同組合の経済的機能の分析の問題であり，ここでは詳しくはふれえない。た
だ，さきの人的な結合関係によって支えられる組織力や商品取引の大量化に
ともなう価格交渉力の強化，流通費用の節減などの効果が他の企業体との市
場競争関係において，その競争条件を有利にするひとつの手段として作用す
ることは指摘しうるであろう。
なお以上に述べてきたことも直接関連することとして，協同組合経営体の
場合には，資本主義的典型企業（株式会社）と対比すると，異質な経営形態
をとることになる点に若干ふれておかねばならない。たびたび指摘したよう
に組合員の手で協同組合という経営体をつくりあげる，その組織化の目的は
組合員がこの経営体を通じて協同の経済活動をおこない，組合員の個別経済
にメリットを確保することにある。そういった明確な目的を達成しようとも
くろむ場合に，資本主義的企業の一般的な形態（すなわち株式会社形態）の
方がより合理的でメリットもより容易に得られるということであれば，なに
も協同組合という特異な経営形態を採用する必然性も必要性も存在しない。
(15) 拙著「日本農業と協同組合」 19頁以下参照。
10 (10) 協同組合の組織的側面の検討（生田）
逆にいえば協同組合はその所有者と経営担当者と利用者が三位一体化すると
いう経営形態を採用することにこそ，他の資本主義的企業体では達せられな
いようなメリットを求め，確保するもの，といえよ加組合員は出資者とし
て協同組合の所有権をもち，自から経営主体となって経営を担当し，顧客と
なって事業を利用する，この経営形態に協同組合原則をベースとして加え，
組合員にメリットを与えていくところに協同組合経営体の存在価値がある。
ところで協同組合も経営体として経済活動をおこなえば，その経済活動は
なんらかの「成果」を発生させる。もし経済活動の結果なんらの「成果」も
生じないとすれば，資本主義的市場競争のもとでは経営体として存続しえな
(16) 
い。この「成果」をどのように配分するのか，という点と関連するのが「出
資配当一定率，購買高配当の原則」である。 「成果」の配分問題と「原則」
との関係は同じ市場競争関係におかれる資本主義的商業資本と協同組合とを
対比させて検討すれば，問題がより鮮明に浮び上ると考えられる。
商業資本は資本主義的再生産過程の流通過程で流通機能を果すことによっ
て，社会的総資本の流通費用を節減し，そうでない場合より，平掏利潤率を
(17) 
高めるところにその積極的な役割，存在理由がある。その果した役割の「成
(16) 一般の企業体ではこの「成果」を利潤という。協同組合の場合は剰余金。
(17) 商業資本の一般的な機能はそうではあるが，前期的商人資本のひとつの性格で
もあった「安く買って高く売りつける」， つまり価値以下に仕入れて価値以上に
販売する＝不等価交換によって譲渡利潤を確保するという体質を完全にぬぐい去
っているとは必ずしもいえない。
したがって具体的な商企業の活動場面では生産企業が本来獲得すべき利潤部分
をむしりとるか，労働者の労賃部分にくい込むとかして，その性格をあらわに示
す場合もおこりうる。このような商業資本の性格について近藤康男氏はつぎのよ
うに表現している。
「そこで価格は出資者に最大の利潤を確保するように，あるいは高くあるいは
低く便宣的にきめられる。主要な品目を原価以下に売って客を集め，ごまかしの
きく商品を高く売り，また質を落して補う個人商人の通常の方法をとることもあ
る。 この場合の経営の支配原理は， 要するに数の限られた出資者の営利心であ
り，平均利洞に平等の分け前を主張する要求，あるいはそれ以上に無法則的な利
益を追求する商人資本の要求である（近藤康男「協同組合の理論」 8~9頁）。
協同組合の組織的側面の検討（生田） （11) 11 
(18) 
果」はいわゆる平均的な利潤の確保となってあらわれる。そうして，この利
潤部分は商業資本の所有者つまり出資者に対して，その出資額に応じて配分
される。これが資本主義的企業の利潤配分原理であり，いわゆる「資本主義
(19) 
的配分法則」といわれるものである。
これに対し，協同組合の「出資配当一定率，購買高配当」はまったく異質
なその「成果」の配分方法の採用を明示する。協同組合は経営体として，他
の企業体と同様に継続的に事業をすすめていくためには，すなわち，協同組
合経営のスムースな再生産継続のためには，「成果」の一部を内部に留保す
ることが必要である。その保留分を差し引いた残りの「成果」は，資本主義
的配当原理である「出資額＝株所有額に応じて配当する」方法を採用するの
ではなく，その配分は一定の枠内にまずおさえる。そうして組合員が協同組
合のおこなっている事業に具体的に参加した， その応分＝利用高に対応し
て，その「成果」を配分する，という方法を採用する。これがさきの「資本
(20) 
主義的配分法則」に対する「協同組合的配分法則」といわれるものである。
したがってこの配分法則は組合員が協同組合の経営に密着して深く参加すれ
ばするほど，つまり協同組合のおこなう事業を利用すればするほど，利益に
なる（利用高に応じて成果が与えられる）という方法なので，組合員相互の
連帯，団結を強化する手段ともなるとみられるものである。
(18) 具休的な商企業の企業活動としてはここでいう平均的な利潤を求めてではな
く，最大利潤を求めて経済活動が進められる。しかし資本の自由流動性を前提に
して社会的総資本と利潤との関係を結果的にみれば，平均利潤の法則が貫いてい
ることになる。
(19) B. Potter, The Co-operative Movement in Great Britain., p. 64 
(20) 同じく近藤康男氏はこの配分法則を「消費資料に対する価格引下げとみること
もできるし，原価以上の価格を払戻しということもできる。これを経済学的にい
えば商業的利洞の圧縮によって労働者の労賃をその価格通りにいたらしめるため
の協同組合の基本的機能というべきである」という（近藤，前掲書， 9頁）
12 (12) 協同組合の組織的側面の検討（生田）
1[ 門戸開数、加入・脱退自由の原則の組織的側面
さてつづいて民主的管理の原則の組織的側面の検討内容をふまえて，門戸
開放（加入，脱退自由）の原則とのかかわり合いの問題にすすもう。資本主
義経済という経済活動の舞台の上に，ひとつの経営体として存在し事業を継
続していかねばならない協同組合は，他の資本主義的企業体と同じ土俵で相
模をとらねばならないのは当然のことである。
この土俵＝市場競争条件のもとでは，競争関係にある各経営体の優勝劣敗
をきめるものはその経済活動の内客とあり方，つまり質と量とである，とい
えよう。さらにその質と量とに直接的に影響を与え，いわばそれを規定する
ことになるのは，のちほどやや詳しく検討するように，第一義的には経営体
の経営規模であるといえるであろう。
加えて資本主義経済の展開は必然的にその市場条件をも変化させる。各経
営体はこういった市場競争条件の変化に応じて，大きくいえばその経済活動
のあり方や内容をも変えていかねばならなくなるだろう。そうでなければ市
場競争からのあえない脱落しか待っていない。そうしてこの点においても重
要な役割を果すのが「規模の経済をじヽかにわがものとしていくか」という規
(21) 
模拡大化＝適正規模化による市場対応の方向なのである。
ところで株式会社の場合の規模拡大の手段は簡単にいってしまえば，資本
金の増大＝株式の発行増加で達成されうる。資本市場，証券市場，金融市場
などの発達と整備とは，こういった対応条件を容易にしてくれているのであ
る。
しかるに協同組合の場合には，さきにみたように資本主義的企業とは異質
な経営形態をとることから，株式会社などの場合と同じ方策を採用して，こ
の方向に向って規模を拡大していくわけにはいかない。協同組合の場合の規
模拡大化は参加組合貝の増加を求める方向で，出資金をふやし，事業利用者
の範囲を増大させていく以外に有効な手はないのである。協同組合原則の一
協同組合の組織的側面の検討（生田） (13) 13 
つである門戸開放，加入脱退の自由の原則のもつ組織側面での意味は，こう
いう市場競争関係の中に存在しているところの，組織体としての経営規模拡
大化を強制する要因と直接関連をもつことについてまず指摘しておかねばな
(22) 
らない。
さらにこの諭点を一歩すすめると，資本主義的市場条件の，この厳しい市
場競争関係においては，協同組合の機能の分析でも明かになるとおり，協同
組合は必ずどのような場合にでも市場競争に打ち勝つのだ，という必然性は
ない。協同組合が存在することが組合員に必ずメリットを与えるのだ，とい
う保障もあるわけではない。
ただ経営休として資本主義的市場条件にマッチした適正な規模をもち，さ
らに市場条件の変化に相応じてその規模変化をも適切に達成し，さきの経営
形態の特質を生かしたり，組合員の人的結合，組織力に支えられて経済活動
を行っていけば，組合員にメリットを与えうる可能性は十分に存在するにす
ぎない。だが，それ以上のなにものでもない。したがって，現に協同組合に
加入しうる資格をもち，協同組合のそのようなメリット確保の可能性に期待
をたくし，加入の意志，希望を有するものは排除しないのみならず，既に加
入している組合員と全く同等の資格で加入を認め，歓迎もするわけである。
他方協同組合へ加入しうる有資格者が経済的弱者の立場を正しく深く認識
し，共通の利害関係にもとずいた経済的利益を求めて，かりに協同組合の一
員になったとしても，しばしばいうように必ずしも参加しただけの，あるい
は期待したようなメリットが常に保障されているわけではない。 「共通の利
(21) ここで問題にしている「規模」というのは，いわゆるスケール・メリットのこ
とにすぎない。経済活動の内容はこれだけに規定されるわけではなく，優秀な経
営担当者，従業者の質と人間閲係，あるいはマーケッティグ戦略などなど多くの
他の要素をも見逃してはならないであろう。．、しかし経営体の経済活動の質と盤す
なわち内容いかん第一義的に決めるものは資本主義社会では「規模の経済」であ
り，いわゆる市場条件にマッチした適正規模である。
(22) 穴見博稿「協同組合運動」（協同組合研究会絹「価格内規と協同組合」所収，
177頁）
14 (14) 協同組合の組織的側面の検討（生田）
害」というのは「同一利害」を意味するものではない。この場合の利害関係
はある程度の幅をもった共通性にすぎないからである。
したがって利害関係に幅が存在することになると，ある組合員は協同組合
のおこなう特定の事業に協力し，利用することによってメリットを得るが，他
の組合員になんのメリットもない場合もしばしば発生しうる。そのような場
合協同組合から十分な，あるいは期待したほどの経済的な利益を受益できな
いと考える組合員は，協同組合から自由に脱追することももちろん拘束する
ものではない。このように協同組合の経営休としての組織的側面を通じて，
表裏一体関係にあるのが，加人の自由，脱退の自由の原則なのである。また
この点からいえば，すぐあとで検討する協同組合の組織，経営規模の問題と
もこの原則は直接的に関係するもの，といえよう。
w 協同組合の組織、経営規模の問題について
以上協同組合を資本主義社会における経済的弱者の人的，物的な組織休，
経営休のひとつの形態として，ロッチデール原則とかかわり合せながら所論
を展開してきた。資本主義的市場構造のもとで原子的，孤立的で零細な経済
主休が個々別々に生産や消費などの経済活動をおこなっていることから生起
する弱点をとりのぞくために，協同組合という経営休を組織することにょ
って，資本の論理が強制する，少くとも最低限の適正規模へともってゆき，
そのマイナス要因に対応させていこうとする経済活動，零細な個別経済主休
の相互結合にもとずく部分的な協同化＝協同経済活動であり，零細規模から
適正規模への規模拡大化を追求することによって，「規模の経済」のメリッ
トのなにほどかを掌中につかみとろうとする経済活動，これが協同組合運動
の一側面なのである。
生活必需物資の共同購入，生産物の共同販売，相互信用などなどといった
協同組合が一般的に採用する経済活動は，そういった事業をおこなうことに
よって，流通費用を節減したり，共同で負担したり，大量化で価格交渉力を
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つけたり，信用力をもっ，そのことが，結局参加組合員の利益にはね返って
くる，というところにある。
しかしながら協同組合はその性格上，「規模の経済」の追求にはおのずか
ら限界をもつ。協同組合はその組織主体の範囲や結合の論理からすれば，っ
まり民主的管理の原則や門戸開放の原則に導かれた人的結合関係を貫きつ
っ，その出資金を基礎として醸成される経営体であるかぎり，その規模につ
ぎのような限界をもたざるをえないのである。
協同組合の組織，経営規模を規定する要素としては，④構成員としての組
合員数，＠組合員を包含する地域範囲，◎出資金額，＠事業の種類と量，＠
経営内部組織のあり方，この五つをあげることができよう。つまりこの五要
素が協同組合の組織， 経営規模の限界を規定するところの主たる要因であ
累 ．
この五つの要素のうち組合員数と地域範囲とは協同組合の組織面における
規模に閲連するのに対し，出資金，事業種類と量，経営内部組織の三つは経
営面の規模に直接関係するものといえる。
(23) 協同組合の規模を規定するこの五つの要素を，さらに直接的，間接的に規定し
ているものは，いうまでもなく組成員たる組合員の個別経済であり，その質と量
すなわち組合貝経済の内容である。とくにこの点は小生産者の協同組合の場合に
ついて典型的にあらわれるであろう。
だが，組成員である組合員の個別経済規模は必ずしも固定的ではない。そうし
て個別経済の内容変化は協合組合の規模にも影響を与えることになる。この点は
たとえば組合員である農家経済と農業協同組合との関係をみると明白に示しう
る。ある農業協同組合に参加している多くの組合員の，その個々の農業経営が発
展，充実していれば，農業協同組合のおかれているその地域全体の農業も発展す
ることになるだろう。そうして個々の農家経済の発展にもとずく地域農業の発展
は，少くとも農業協同組合の出資金や事業種類，事業星に影孵を与え，その農業
協同組合の事業拡大，経営充実の方向をたどることになろう。だから，こういっ
た場合にみられるように，組合員農家経済の状態，すなわち農業生産や農家生活
のあり方やその発展の度合いが，協同組合の規模を基本的に規定することになろ
う。
16 (16) 協同組合の組織的側面の検討（生田）
したがって，協同組合の場合に以上にみた五つの要素が適当な数値と範囲
内でバランスを保ちつつ結合し合っている場合には，そこに適正な規模が成
立し，事業も順調に進渉し，経営体としても十分存続が可能となるものであ
る。こういった場合にこそ，その協同組合の適正規模に支えられた経済活動
が組合員に対してメリットを与える可能性と硯実性をもつといいかえてもよ
い。
逆もまた真である。適正な規模からほど遠くさきの五つの要素の間の結合
関係にあるべきバランスが大きく崩れていると仮にすれば，協同組合として
(24) 
の存在価値が問われることになろう。
以上のように協同組合の組織，経営規模の限界を規定している要素につい
て検討を加えてみると組合員数の増加，地域範囲の拡大化を通じて出資金を
ふやし，事業の種類と量を増大させ，経営を充実，強化させていくことに限
界が存在する。と同時にその反対の方向として，組合数をできるだけしぼり，
地域範囲を拡げず，協同組合としての組織的緊張をつよめることで出資金を
充実させ事業の種類や事業量をふやして協同組合の経営発展＝いわゆる実質
規模の拡大をもくろむことにも壁があることになる。この点が協同組合の一
つの大・きな矛盾でもある。
この矛盾を解決する方法として，同種または異種の協同組合同士の水平的
なあるいは垂直的な相互結合，つまり連合組織の組織化が求められる。した
がって協同組合の各種連合組織の果すべき役割は，それを組成する単位協同
組合にはさきにみたような組織， 経営規模の拡大化に限界をもっているの
(24) ある協同組合の組合員数があまりにも多く，地域範囲もやたらに拡がっていく
とすれば，その協同組合の組織規模は大きくなるとしても，組織そのものの形該
化が生ずるであろう。そうして協同組合の経営体としての成果はたとえあがった
としても，事業のみが先行することで，組合員の個別経済と対立することも生じ
る。
逆に組合員数がきわめて小人数で地域の範囲も狭い場合には，たしかにその協
同組合の組織は強く充実している（かに見える場合もある）が事業規模の零細性
から組合員の期待に応じえない場合もある。
協同組合の組織的側面の検討（生田） (17) 17 
で，その限界を解消するために補充機能を果たすところにあることは自明で
ある。内客的にいえば組織，経営規模の小さい単位協同組合が単独ではとり
組みえない，果しえない市場対応方法を採用するところにその存在価値があ
る。この連合組織のあり方の問題については他の機会に論じたい。
